
室戸市シェアオフィス 指定管理者募集要項 

令和８年１０月 

１ 募集の目的 
室戸市シェアオフィス（以下「本施設」という。）は、平成２７年に閉校となった室戸市立

三高小学校を改修し、新たなビジネス展開に向けた交流と共創の拠点として整備することに

より、企業誘致や起業を目指す人材の育成、地域経済の活性化及び交流人口・関係人口の増

加に資することを目的とします。本施設は令和９年５月の開館を予定しています。 

本施設の管理運営に当たっては、安全かつ適正な施設管理を基本とし、オフィスへの企業、

起業家の誘致、起業家人材の育成、利用者同士及び地域との交流、地域内外との連携並びに

本施設の利用促進を図るため、民間事業者等の創意工夫を活用した提案を募集します。 

２ 施設の概要 
⑴  名称：室戸イノベーションセンター 

⑵  所在地：室戸市室戸岬町２９５３番地 

⑶  構造：鉄筋コンクリート造３階（使用エリアは１階と２階の一部） 

⑷  主な機能：オフィス、コワーキングスペース、会議室等 

施設の詳細、設備、その他の条件については、別添「施設図面」等によります。 

３ 指定管理者が行う業務 
⑴ 施設の利用の許可及び運営管理に関する業務 

⑵ 起業の支援及び施設の利用促進並びに広報に関する業務 

⑶ 利用者、地域住民及び関係機関との交流及び連携に関する業務 

⑷ 施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、室戸市シェアオフィス設置及び管理条例第２条の目的を達

成するために市長が必要と認める業務 

４ 公募方式 
公募により、提出された事業計画、収支計画、運営体制等を選定委員会において総合的に審

査し、指定管理者候補者を選定します。 

 



５ 応募資格 
指定管理の期間中、本施設を安全かつ円滑に管理運営できる法人その他の団体で、次のいず

れにも該当しない者とします。 

⑴ 契約を締結する能力を有しない者 

⑵ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

⑶ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により本市における一般競争入札等の参

加を制限されている者 

⑷ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者 

⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団及びその利益

となる活動を行っている者 

⑹ 国税及び地方税を滞納している者 

共同事業体（コンソーシアム）による応募も可能とします。この場合は代表団体を定め、構

成団体の役割分担及び責任体制を明確にしてください。なお、構成団体は全て応募資格を満

たす必要があり、構成団体は連帯して責任を負うものとします。応募後の構成団体の変更は

認めません。 

６ 指定期間 
令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間とします。ただし、地方自治法そ

の他関係法令に基づき、市議会の議決を経て指定します。 

開館時期は、工事の完成、検査、設備の引渡し及び指定管理者との準備状況を踏まえ、市と

指定管理者が協議の上決定します。 

７ 提案を求める事項 
⑴ 管理運営方針及び施設の魅力向上策 

⑵ 起業・創業支援、企業誘致、テレワーカー等の誘致策 

⑶ コミュニティ形成、利用者同士及び地域との交流促進策 

⑷ 利用促進・広報・情報発信策 

⑸ 開館時間・休館日の設定。仕様書に示す標準条件を踏まえ、変更を提案する場合は、そ

の理由、利用者利便性、稼働率向上等の効果及び実施体制を示してください。 

⑹ 人員配置・運営体制及び地元雇用 

⑺ 施設・設備の管理及び保守計画 

⑻ 指定管理料及び利用料金等を含む収支計画（３年間） 

⑼ 開館前準備計画 

⑽ 災害・津波・防犯・個人情報保護等の安全管理計画 



８ 開館時間及び休館日 
開館時間及び休館日は条例別表第１に定めるとおり（標準条件）とする。利用者の利便性、

施設の利用実態、管理体制及び経費等を踏まえ、条例第４条ただし書の範囲内で、開館時間

の変更又は休館日以外の日の休館を提案することができます。最終的な開館時間等は、市長

の承認を得て決定します。 

９ 指定管理料 
指定管理料の上限額は、１年目１１，５００千円（税込）、２年目９，６００千円（税込）、

３年目８，７００千円（税込）とします 。応募者は、仕様書及び別添「指定管理料参考内

訳」に示す業務・費用負担を前提として、年度ごとの指定管理料を提案してください。 

指定管理料には、指定管理業務に通常必要となる人件費、事務費、通信費、清掃費、法定点

検・保守費、消耗品費その他仕様書において指定管理者負担とする経費を含むものとします。 

開館前準備に係る人件費・広報費等についても、提案する指定管理料の範囲に含めるものと

し、工事遅延等により開館時期が変更となった場合の取扱いは、市と指定管理者で協議しま

す。 

10 浄化槽等の維持管理費用の負担について 
通常の法定点検、保守管理その他日常的な維持管理は指定管理者の負担とします。清掃・汲

み取り費用、大規模な部品交換又は設備更新等については、仕様書別紙１の費用負担区分に

よるものとします。オフィス（小）厨房付きの営業に伴う油脂その他排水への配慮、グリス

トラップ等の適切な管理については、指定管理者が利用者を指導・管理します。 

なお、利用者又は指定管理者の故意又は過失により浄化槽その他設備に損害が生じた場合は、

その原因及び責任の所在を確認の上、必要な費用負担を求めることがあります。 

11 提出書類 
⑴ 指定管理者指定申請書（別記様式第１号） 

⑵ 申立書（別記様式第２号） 

⑶ 事業計画書 

⑷ 収支計画書 

⑸ 団体の概要・実績に関する書類 

⑹ 定款、規約その他これらに類する書類 

⑺ 法人登記簿謄本その他資格確認書類 

⑻ 国税及び地方税の納税証明書（発行から３か月以内のもの） 

⑼ 前事業年度の収支計算書、貸借対照表、財産目録等 

⑽ 役員名簿及び組織に関する書類 

⑾ その他市が必要と認める書類 



12 募集スケジュール 

⑴ 募集要項の公表 令和８年１０月２０日（火） 

⑵ 質問の受付 令和８年１０月２６日（月）～ 

令和８年１１月１６日（月） ※１ 

⑶ 現地説明 令和８年１１月２日（月）～ 

令和８年１１月１８日（水）の期間で適宜 

⑷ 申請書類の受付 令和８年１１月１８日（水）～ 

令和８年１１月２４日（火）１７時（必着） 

提出先：産業振興課（１８の問い合わせ先に同じ）。提出

方法：持参又は郵送（必着）、正本１部・副本７部。持参

の場合の受付時間：平日午前８時３０分から午後５時まで 

⑸  審査会（ヒアリング） 令和８年１１月２７日（金）予定 ※２ 

⑹  審査結果発表 令和８年１２月上旬 

⑺ 指定管理者の指定 令和８年１２月 ※３ 

⑻ 施設開業時期 令和９年５月頃（予定） ※４ 

※１ 質問の提出は、持参またはメール（メール後担当課に電話願います）で行ってくださ

い。質問内容と回答については室戸市 HP で公表します。 

※２ 日程につきましては、応募者に対し別途通知いたします。 

※３ 議決されなかった場合には、再公募となりますが、今回の応募に際して要した費用、

その他について市は責任を負いません。 

※４ 市と指定管理者、関係機関との調整により早期開館を目指します。 

13 選定基準 
選定委員会において、平等利用、安全性、施設の設置目的への適合性、事業計画の実現可能

性、起業・企業誘致等の効果、利用促進、地域連携、人員体制、経営基盤、収支計画及び経

費の妥当性等を総合的に評価します。配点及び基準点を含む詳細は、別添「選定基準書」に

よります。 

 

 



14 応募に要する費用等 
応募に要する費用は応募者の負担とします。提出書類は返却しません。 

15 失格等 
⑴ 提出期限、提出先又は提出方法を守らなかった場合 

⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑶ 応募資格を満たさなくなった場合 

⑷ 審査の公正性を害する行為を行った場合 

⑸ その他募集要項又は関係法令に違反した場合 

16 その他 
審査の結果、基準点を満たす応募者がない場合等は、指定管理者候補者を選定しないことが

あります。指定管理者の指定は、市議会の議決を経て行います。 

17 配布資料 
⑴ 業務仕様書 

⑵ 申請様式 

⑶ 選定基準書 

⑷ 個人情報取扱特記事項 

⑸ 施設図面 

⑹ 購入予定備品一覧 

⑺ 指定管理料参考内訳 

⑻ 室戸市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例及び施行規則 

⑼ 室戸市シェアオフィス設置及び管理条例 

18 問い合わせ先 
室戸市 産業振興課 商工水産振興班 

担当：久保 

所在地：〒781-7185 室戸市浮津２５－１ 

電話：0887-22-5116 

メール：mr-010900＠city.muroto.lg.jp 

 

 



19 留意事項 
⑴  重複提案の禁止 

  １団体につき、提案は１案とします。共同事業体の構成団体は、単独で応募することは

できません。 

⑵ 提案内容変更の禁止 

  提出された書類については、明らかな間違い、軽微な修正を除き、基本的に内容の変更

は認めません。なお、締切日以降の書類追加は認めません。 

⑶ 応募の辞退 

  申請書を提出した後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。なお

辞退したことで今後当市の事業で不利益を被ることはありません。 

⑷ その他 

選定委員会での審査の結果、評価点数が基準点を下回っている場合や 

提案内容が指定管理制度の目的にそぐわない等と判断した場合には、どの応募者も 

選定されない場合があります。 

 


